
研修報告書

	所　　属　　　青山荘　　　　　職　種　精神保健福祉士　　氏　名　須々田　珠実

	期　　間　　平成　23年　3月　11　日

	出張目的　　リリー賞表彰式＆こころの元気+セミナーへの参加

	出 張 先　　東京ステーションコンファレンス

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


【全体考察】

　私にとって教育現場での精神疾患に関する取り組みを知る機会は初めてであったが、思春期における精神疾患の教育、啓発活動を実施することの意義について考えることができ、貴重な経験となった。こころの病気は10代にその兆しがあり、早期に治療する事により、再発や生活機能障害を軽減できる事が明らかになっている。不登校の児童生徒や病気休職中の職員が年々増加傾向にある中、授業で精神疾患を学習する機会を必要と感じる教員が多い一方で、知識や情報がない、授業を行う自信がない、抵抗感があるという理由により授業で取り上げられず、精神疾患の教育、啓発活動が普及しずらい現状がある。これは、教員自身が疾患に関する知識を学んでこなかったことも影響している。児童生徒がこころの不調で困ったとき、保護者の相談に適切に対応し、児童生徒に適正な知識や態度を指導する為にも、教える側が精神疾患の知識を学ぶ必要がある事を感じた。

今回のセミナーでは、教育現場の現状に対する家族組織や支援に携わる専門機関、専門職の取り組みが紹介されていたが、専門職の役割としては、相談を受け入れる立場にある一方で、積極的に教育現場にアプローチを図り、教員対象の学習会や授業実施に携わるなどダイレクトに啓発活動を進める支援も必要であり、双方の役割を効果的に担っていくことが求められている。若者やその家族が抵抗感なく相談に訪れることのできる環境を整えるためには、専門職の側から学校等外部機関へ働きかけ、精神疾患に対する偏見や誤解を軽減していくための活動等を通して垣根を低くしていくことが必要であることを実感した。今回学ばせていただいた教育分野との連携のみならず、私たちが外部機関と連携を図る上で認識すべき役割について改めて確認する機会となった。
1．『早期支援と学校教育の必要性』

発表者：松永貴久美（尼崎市・こころ・あんしんＬｉｇｈｔ、こあら）

・こあら　とは…　児童～25歳くらいまでの心の不調・病気を抱える子どもの家族、学校教育関係者が対象。

・活動内容…　　　家族同士の支え合い（毎月1回定例会）

　　　　　　　　　全国からの電話、メール相談

　　　　　　　　　「こころの不調・病気」の正しい理解・知識の啓発活動

・学校教育の中で精神疾患について学ぶことで

　子ども　　・自己否定が減る

　　　　　　・早期に発信できる

教師　　　・言葉かけが変わる

　　　　　　・支援の仕方を考える　

　→教師が精神疾患について無理解なのは、理解できる場、機会がないため

医療関係、専門職の支援が必要

　→必要とするものは、こころの病気を知る・理解する授業（子ども向け）

心の病気の知識と、具体的な対応、支援についての研修会（教師向け）

【考察】

　こころの不調をもつ子どもの親たちで結成された家族会の取り組みであるが、特徴として、学校教育関係者も活動に加わっている点がある。子どもの社会は学校生活にあると考えると、病気を持ちながらも学校の中で成長し、社会に歩んでいけるような周囲の関わりが必要となる。そのためには学校の先生の支援が必要となる為、まず教師が精神疾患について学び、学校教育で取り上げる必要性を提言している。医療関係者や専門職の支援を受ける事の必要性にもふれており、医療関係者や専門職の協力により、知識の理解だけでなく、学校だけでは解決困難な問題にも対応できる機会が増えることも考えられる。このような家族会が学校と病院等の相談機関の仲介役としての役割を担うことで、支援のネットワークが広がっていく事が期待できる。

２．『都立松沢病院ユースメンタルサポートセンター「ＷＡＫＡＢＡわかば」の取り組み』

発表者：西田淳志（東京都精神医学会総合研究所）

●ＷＡＫＡＢＡとは

　・病初期にある15～25歳（35歳までに拡大中）の若者とその家族に限定した早期支援、若者への精神保健啓発を行っている。

　・2009年11月に開設。ケアコーディネーター5名（非常勤、Ｎｓ3名、ＰＳＷ2名）で構成。

担当性ケアマネージャーによるケースマネジメントを実施。

　・中三を対象とした卒業前精神疾患教育出張授業

　　啓発事業として8都道府県20校を対象にした中学生対象の精神疾患教育出張授業を実施している。三重県のケースでは教育委員会と養護教諭の集まりに働きかけ、事業実施が決定し連鎖反応で他校の実施にもつながっていった。

授業は教職員の負担を考慮し、わかばが担当。

授業で伝えるポイントは不調や変化に気付いたときの適切な相談先の確保

（保健室の利用状況において、不調の自覚がありながらも相談出来ていない生徒が全体の6割以上ある）
　・生徒、保護者向けの精神疾患に関する厚生労働省のＨＰ作成にも携わっている。

●啓発と並行して進めるべきこと

　・若者が安心して相談できる精神保健初期相談体制の確保

　・若者の病状回復を積極的に図る。

【考察】

　啓発事業を実施する為の取り組みとして、教育委員会への働きかけのほか、現場で問題に直面し危機感をもっている教師の声を集約して実施に至った例が挙げられていた。現場では、どのようなケースが困難なものとしてあげられているのかを知り、必要とされる支援や情報提供する機会を作る事で
専門職の直接的な介入が必要かそうでないかの判断が可能になり教育現場、専門職側双方にとって効率的な支援ができることも考えられる。啓発事業がそれらのきっかけ作りとして機能していることを知ることができた。

３．『「こころの病気を学ぶ授業」プログラム』

発表者：小嶋美子（日本イーライリリー株式会社）

・日本イーライリリー株式会社の紹介

　企業理念である「いのちの尊さにこたえます」に基づいた患者様支援の取り組みを実施しており、心の教室を学ぶ授業もその一環として行っている。

・「こころの病気を学ぶ授業」

　開発の背景…精神疾患の理解、啓発の必要性を感じる社会事情に医療側としての危機感を抱いた

　概要　　　…中学・高校対象で開発。ＰＰＴやインタビュー映像をパッケージ化したもの。

　コンテンツ…当事者の声・体験談、疾病資料、専門医による疾病説明

　普及状況　…統合失調症　提供数　約1,100

　　　　　　　鬱　　　　　提供数　約900　　　　

　　　　　　　提供先で実際に授業を行った割合　　15%

　　　　　　　教員の理解に役立てたいとして活用するケースが多い　　　　　　　

・「こころの病気を学ぶ授業」研究・実践報告セミナー

　専門医による講演。授業を行った教員からの実践報告実施し、小中高校の教員70名が出席している。

【考察】

　授業用の教材として作成されたものであるが、教員の学習用として用いられている事も多いという事であった。精神疾患をより詳しく理解する上ではよくまとめられた内容となっており、視覚教材としての活用だけでなく実際に当事者や専門医を招いて授業形式で実践する学校もある。

　この教材が普及することで、正しい精神疾患の理解が進むことが期待できる。

４．『心の病気を学ぶ授業の拡がり』

発表者：田淵泰子（岡山・万成病院ひまわり寮）

　援護寮での地域交流活動の一環として地域の中学校と連携し2009年度から「こころの病気を学ぶ授業」をスタート。

1 誰にでも起こり得る「こころの病気」を理解する

2 病気に対する正しい理解に基づき、どのような関わりをしていけば良いのか共生の仕方を考える。

3 「生きにくさ」を抱える人の立場を理解し、誤解や偏見を取り除き、人権意識の高揚に努める

以上を目標として実施。統合失調症をテーマに年間で合計４回の授業を行い、事前には教師対象の勉強会を実施。

授業と並行し、当事者の講演会や合唱コンクールでの交流会等実際に当事者の方と接する機会づくりも行っており、生徒、教師、保護者の意識変化が効果として出ている。

・メンタルヘルス教育を普及するために

1 医療・福祉機関から授業実施のアプローチを行う。

2 学校と連携し、最新の医学・福祉・医療機関情報を提供する

3 実施モデル校への授業見学や学校間の連携の懸け橋となる

【考察】

　授業を受けた生徒のアンケートでは、普通の人と変わらない、どこが病気かわからない、精神障害者のイメージを変える機会になった、と答える人が大半となっており、「こころの病気を学ぶ授業」は人権学習として必要か？への回答では228人中212人が必要と答える結果が出ていた。

また、教師のアンケートでは、生徒への意識変化に影響力があった授業は？への回答で施設スタッフと当事者の講演という答え最も多く、必要な授業内容としては当事者とのふれあい、当事者の体験談との回答が挙げられていた。

　メンタルヘルス教育は、人権教育として有効なだけでなく、生徒･教師が抱く精神疾患への偏見解消に有効であること、知識の伝達に留まらず、当事者とのふれあいが授業を行う上では必要不可欠となっている。生徒の意識変化が生徒を取り巻く人への意識変化へと繋がり、地域のメンタルヘルス向上にも波及していくことも考えられる。
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